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 以下に定めるいずれかの届出の義務があ
り、当該義務を履行していない建設業者でな
いこと。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48条
の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７
条の規定による届出の義務

 エレベーターの供用開始後に保守管理業務
を実施する者（以下「保守管理会社」という。）
は、次の要件を満たすこと。
 保守管理会社は、入札説明書別添４「昇
降機保守管理契約書」及び別添５「昇降機
保守管理業務仕様書」（以下「保守管理業
務仕様書等」という。）に基づく保守管理業
務が実施可能な体制を工事完成までに有す
る者であること。
 保守管理会社は、技術者の派遣及び交換
用部品の調達等24時間出動可能な体制と、
故障時等の緊急時には原則として通報を受
けてから30分以内（ただし、広域災害の場
合は除く）に初期の現地対応が可能な体制
を工事完成までに有すること。なお、初期
の現地対応とは、かご内の閉じ込めなど利
用者の救出を目的とした対応をいう。
 保守管理会社は、当機構エレベーター仕
様書で規定する｢自動通報システム｣を有し
ていること。
 保守管理会社は、保守管理業務仕様書等
で定める遠隔点検Ⅱ併用式（機械室あり又
は機械室なし）の項目及び内容について、
保守管理会社の監視センターにて遠隔点検
を行える体制を工事完成までに有するこ
と。
 保守・点検業務に関するマニュアルが整
備されていること。
 保守管理会社は、工事完成までに、当機
構関西地区における平成29・30年度の物品
購入等の契約に係る競争参加資格審査にお
いて、「役務提供」のうち「サービス」又
は「その他」の資格を有すると認定された
者であること。

 保守管理会社は、保守管理業務仕様書等で
定める現場責任者及び現場担当者を配置でき
ること。

なお、保守管理業務仕様書等で定める現場
責任者及び現場担当者とは、次の要件を満た
す者とする。
 現場責任者 昇降機の点検実務経験を15
年程度、かつ、点検対象同型機の実務経験
を５年以上、若しくはそれに相当する知
識・技能を有し、更に現場担当者以上の経
験、知識及び技能を有する者とする。
 現場担当者 昇降機の点検実務経験を10
年程度、かつ、点検対象同型機の実務経験
を３年以上、若しくはそれに相当する知
識・技能を有し、更にその作業等の内容に
応じ必要な知識及び技能を有する者とす
る。

 特定建設工事共同企業体の競争参加資格申
請書の受付について
 本工事に係る特定建設工事共同企業体
（以下「特定ＪＶ」という。）の競争参加資
格審査申請を次のとおり受け付ける。
提出書類 共同請負入札参加審査申請書別
添１、特定建設工事共同企業体協定書別
添２、委任状（適宜）別添３及び建設業
許可申請書の写し（以下「特定ＪＶ登録
申請書等」という。）
提出期間 平成30年８月２日（木）から平
成30年８月29日（水）までの土曜日、日
曜日及び祝日を除く毎日、午前10時から
午後５時まで
提出場所 独立行政法人都市再生機構西日
本支社 総務部 契約課
提出方法 持参又は郵送（書留郵便）によ
るものとし、郵送その他によるものは受
け付けない。
申請書及び資料は、特定ＪＶデータの登
録後、電子入札システムにより提出するこ
とができる。（使用するＩＣカードについ
ては、電子入札運用基準８４を参照）
なお、上記期間内に特定ＪＶ登録申請書
等を提出しない場合又は競争参加資格がな
いと認められた場合は、本工事の競争入札
に参加することはできない。
 構成員の数及び組合せ 上記から及
び次のに掲げる条件を満たす者で構成さ
れ、かつ、次のにより構成しなければな
らない。また、共同企業体の構成員数は、
３者以内とする。

 構成員の技術的要件
 発注工事に対応する建設業法（昭和24
年法律第100号）の許可業種について、
許可を有しての営業年数が５年以上ある
こと。ただし、相当の施工実績を有し、
確実かつ円滑な共同施工の確保に支障が
ないと認められる場合においては、許可
を有しての営業年数が５年未満であって
もこれを同等として取り扱う場合があ
る。
 発注工事を構成する一部の工種を含む
工事について、元請としての施工実績が
あり、かつ、当該工事と同種工事を施工
した経験があること。
 発注工事に対応する建設業法の許可業
種に係る監理技術者又は国家資格を有す
る主任技術者を工事現場に専任で配置す
ることができること。

 出資比率 各構成員の出資比率は２者で
構成される場合にあっては30％以上、３者
で構成される場合にあっては20％以上と
し、代表者の出資比率は構成員中最大でな
ければならない。
 代表者要件 代表者は、各構成員のうち、
より大きな施工能力を有する者であってか
つ、出資比率が最大であること。
 認定資格の有効期間 認定の日から本工
事が完成する日までとする。ただし、落札
者以外の者にあっては、本工事に係る契約
が締結される日までとする。
 その他
 共同企業体の名称は、「〇〇・〇〇建
設工事共同企業体」とする。
 に該当する工事経歴書を添付するこ
と。

３ 総合評価に関する事項
 入札の評価に関する基準 本工事は総合評
価落札方式の施工技術確認型（タイプＢ）で
あり、現場説明書、設計図面、公共住宅建設
工事共通仕様書及び関連法規等に明記された
標準的な内容を超える提案を求めるものであ
る。本工事の総合評価に関する「企業の技術
力」、「予定配置技術者」及び「施工計画」の

評価項目、評価基準及び得点配分は、入札説
明書別紙１「評価項目、評価基準及び配点」
のとおりとする。
 総合評価の方法 上記の入札の評価に関
する基準に示す評価項目の提案について、標
準的なものは標準点100点とし、評価基準以
上のものとして当機構が「評価」した提案に
おいては、上記により最大40点を加算する。
各提案については、
「評価する」・・・具体的かつ効果的である
として評価に値する提案。
「評価せず」・・・品質管理上行っても問題
はないが、具体性に欠ける、又は一般的に
行われていることであり評価に値しないと
判断される提案。
「不適切」・・・安全面、品質面、管理面（Ｕ
Ｒ賃貸住宅の管理を含む。）等で適切でない
ことが明らかである等、品質管理上行って
はならない提案。
の３つに分類して評価し、その内容を競争
参加資格の確認結果通知日に合わせて、郵送
にて申請者に通知する予定である。
 落札者の決定方法 入札参加者は、「工事
費」及び「保守管理業務費」の合計の「入札
価格」と「企業の技術力」、「予定配置技術者」
及び「施工計画」をもって入札を行い、「工
事費」と「保守管理業務費」の合計価格が当
機構であらかじめ作成した予定価格の制限の
範囲内である者のうち、上記によって得ら
れる評価値の最も高い者を落札者とする。ま
た、評価値の最も高い者が２名以上あるとき
は、電子くじにより落札者となるべき者を決
定する。
・評価値＝（標準点＋加算点）／入札価格
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内で、発注者
の求める最低限の要求要件を全て満たした他
の者のうち、評価値の最も高い者を落札者と
することがある。
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